
令和６年 第１１回 福岡市東区選挙管理委員会

１０月７日（月）

１ 福岡市東区選挙管理委員会委員長の選挙について

２ 福岡市東区選挙管理委員会の委員長職務代理者の指定について 

【 報告事 項  】

３ 報告事項① 福岡市東区選挙管理委員会委員の異動について 

４ 報告事項② 福岡市東区選挙管理委員会委員長の住所及び氏名について 

【 そ の 他 】

５ 東区明るい選挙推進協議会委員の選任について

＜ 次回以降日程 （予定）＞ 

委員会  令和６年 10月 18日（金）午前 10時 00分～ 

委員会  令和６年 11月 20日（水）午前 10時 00分～ 



    市・区選挙管理委員会の概要 
（令和６年５月現在） 

（１）選挙管理委員会

区 分 説  明 根拠法令等 

設置 ・普通地方公共団体に選挙管理委員会を置く。
・指定都市には、区に選挙管理委員会を置く。
・指定都市の選挙管理委員会は、区の選挙管理委員会を指揮
監督する。

自治法 181① 

自治法 252の 20⑤ 

自治令 174の 47① 

委員の定
数 

選挙管理委員会は、４人の選挙管理委員をもってこれを組織
する。 

自治法 181② 

所掌事務 ・法律又はこれに基づく政令の定めるところにより、当該普
通地方公共団体が処理する選挙に関する事務及びこれに
関係のある事務を管理する。
ア 公職選挙法に基づく各種選挙に関する事務
イ 住民投票及び直接請求に関する事務
ウ 財産区議会議員選挙に関する事務
エ 最高裁判所裁判官国民審査の投票に関する事務
オ 国民投票に関する事務
カ 検察審査員候補者予定者名簿の調製に関する事務
キ 裁判員候補者予定者名簿の調製に関する事務
ク 選挙に関する啓発、周知等
ケ 選挙管理委員会の規程の制定

自治法 186 

公選法５ 

自治法 74~84 外 

公選法 268 

国民審査法 

国民投票法 

検察審査会法 10 

裁判員法 21 

公選法６ 

自治法 194 

会議の定
足数 

３人以上の委員が出席しなければ、会議を開くことができな
い。 

自治法 189① 

（２）選挙管理委員

区 分 説  明 根拠法令等 

委員・補
充員の任
期 

・選挙管理委員の任期は、４年とする。ただし、後任者が就
任するときまで在任する。

・補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。
・補充員の任期は、委員の任期による。
・委員の任期は、選挙の日から起算する。ただし、前任者の
任期満了日前に選挙を行った場合は、前任者の任期満了日
の翌日から起算される。

自治法 183① 

自治法 183② 

自治法 183③ 

昭 24.10.24行政実例 
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選任の方

法、選任

資格等 

・選挙管理委員は、選挙権を有する者で、人格が高潔で、政

治及び選挙に関し公正な識見を有するもののうちから、普

通地方公共団体の議会においてこれを選挙する。 

※福岡市の選挙管理委員は、議会の議員及び市長の選挙権

を有する者である必要がある。 

・区の選挙管理委員及び補充員は、当該区の区域内において

選挙権を有する者の中からこれを選挙しなければならな

い。  

・委員又は補充員は、それぞれその中の２人が同時に同一の

政党その他の政治団体に属する者となることとなってはな

らない。 

※その他の政治団体とは、中央又は地方の選挙において候

補者を推薦し又は支持する団体をいう。 

自治法 182① 

 

 

 

 

自治令 174 の 45 

 

 

自治法 182⑤ 

 

 

昭 22.5.29 行政実例 

欠格条項 ・法律の定めるところにより行われる選挙、投票又は国民審

査に関する罪を犯し刑に処せられた者は、委員又は補充員

となることができない。 

・委員は、当該地方普通公共団体に対しその職務に関し請負

する者及びその支配人又は主として同一の行為をする法

人（当該普通地方公共団体が出資している法人で政令で定

めるものを除く。）の無限責任社員、取締役、執行役若しく

は監査役若しくはこれらに準ずべき者、支配人及び清算人

たることができない。 

自治法 182④ 

 

 

自治法 180 の５⑥ 

 

 

 

 

 

兼職の禁

止 

ア 地方公共団体の長 

 イ 地方公共団体の議会議員 

 ウ 国会議員 

 エ 検察官 

 オ 警察官 

 カ 収税官吏 

 キ 公安委員会の委員 

 ク 教育長及び教育委員 

自治法 182⑦ 

自治法 182⑦ 

自治法 193、141① 

自治法 193、166① 

自治法 193、166① 

自治法 193、166① 

自治法 193、166① 

地教行法６ 

身分上の

制限 

・在職中、公職の候補者となることができない。 

・在職中、選挙運動をすることができない。 

公選法 89① 

公選法 136(1) 
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失職 ・選挙権を有しなくなった場合 

ア 禁錮以上の刑に処せられその執行を終わるまでの者 

 イ 禁錮以上の刑に処せられその執行を受けることがなく

なるまでの者（刑の執行猶予中の者を除く。） 

 ウ 公職選挙法第 252条の規定による選挙犯罪の処刑者 

 エ 政治資金規正法第 28条の規定に該当する者 

 オ 選挙管理委員会が決定する場合 

 (ｱ) 日本国民でなくなった場合 

(ｲ) 他の市町村に住所を移し、（区の委員の場合は他の区

に住所を移し、）住所要件を欠くにいたった場合 

・請負禁止規定に該当することとなった場合 

・法律の定めるところにより行われる選挙、投票又は国民審

査に関する罪を犯し刑に処せられた場合 

・解職請求が成立した場合 

・同一の政党等に属する者が２人以上になった場合 

自治法 184 

公選法 11①(2) 

公選法 11①(3) 

 

 

 

 

公選法９ 

公選法９② 

 

自治法 184、180の５⑥ 

自治法 184、182④ 

 

自治法 86、87 

自治令 136 の２ 

委員の身

分 

・委員は非常勤特別職の地方公務員に属し、原則として地方

公務員法の適用はない。 

・普通地方公共団体の議会は、次の場合に議決により委員を

罷免することができる。この場合においては、議会の常任

委員会又は特別委員会において公聴会を開かなければな

らない。 

ア 委員が心身の故障のため職務の遂行に堪えないと認め

るとき 

イ 委員に職務上の義務違反その他選挙管理委員たるに適

しない非行があると認めるとき 

・委員は上記の場合を除くほか、その意に反して罷免される

ことがない。 

・委員は、職務上知り得た秘密については、在職中、退職後

のいかんにかかわらず、これを漏らしてはならない。 

・刑事事件に関して起訴されたときは、市長は、職務の執行

を停止することができる。 

自治法 180 の５⑤ 

地公法３③(1)、４② 

自治法 184 の２① 

 

 

 

 

 

 

 

自治法 184 の２② 

 

自治法 185 の２ 

 

自治規程 19、13 

退職 委員長の承認を得なければならない。 自治法 185② 
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任期 
 

・市     令和４年３月 30日〜令和８年３月 29日 
・東区、博多区、中央区、南区 

令和６年 10年５日〜令和 10 年 10年４日 
・城南区、早良区、西区 

令和４年６月 30日〜令和８年６月 29日 
 ※昭和 57 年の分区により旧西区の城南区、早良区、西区

と東区、博多区、中央区、南区の４区は任期が異なる。 

 

報酬 ・市選挙管理委員会（月額） 
委員長  205,000円  委員  157,000 円 

・区選挙管理委員会（月額） 
委員長   90,000円  委員   70,000円 

・臨時に委員に充てられた補充員（日額）  11,000円 
※臨時に委員に充てられた補充員とは、除斥や委員の事故
により会議の定足数に達しないときに、補充員の中から
臨時に委員に充てられる者をいう。 

特別職職員条例②

（別表第２） 

 

 

 

自治法 189③ 

告示 次の事項に該当するときは、住所及び氏名が告示される。 
・委員長が選挙されたとき 
・委員の異動があったとき 

 

委員会規程２③ 

委員会規程６ 

（３）委員長 

区 分 説  明 根拠法令等 

選出方法 選挙管理委員会は、委員の中から委員長を選挙しなければな
らない。 
・原則：４人の委員による無記名投票の最多数を得た者（得
票同数のときは、くじで定める。） 

・例外：指名推せん（委員中に異議がないとき） 

自治法 187① 

 

委員会規程２ 

職務権限 委員長は、委員会に関する事務を処理し、委員会を代表する。 
ア 委員長の職務代理者を指定すること 
イ 委員の退職を承認すること 
ウ 補充員をもって委員の欠員を補充すること 
エ 委員会の招集（委員の改選後最初に行われる委員会の招

集は、年長の委員が行う。） 
オ 委員会の表決が可否同数の場合の決定 
カ 委員の除斥又は事故等により、委員の数が定足数に達し

自治法 187② 

自治法 187③ 

自治法 185② 

自治法 182③ 

自治法 188 

委員会規程９② 

自治法 190 

自治法 189③ 
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ない場合、補充員をもって臨時に委員に充てること 
キ 委員、補充員の選挙を行うべき事由が生じたときに、そ
の旨議長及び市長に通知すること 
ク 特定の場合の専決処分 
ケ 委員長事務の一部委任 
コ 事務局職員の指揮監督 
サ 事務引継（前任者は退職の日から 10日以内） 
シ その他、委員会に関する事務の総合処理 

 

自治法 182⑧ 

 

自治令 137 

自治法 193,153① 

自治法 193,154 

自治法 193,159① 

 

退職 ・委員会の承認を得なければならない。 自治法 185① 

（４）委員長職務代理者 

区 分 説  明 根拠法令等 

職務 ・委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、委
員長の指定する委員がその職務を代理する。 

自治法 187③ 

 

指定 ・委員長は、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けた
ときその職務を代理する委員をあらかじめ指定しておか
なければならない。 

委員会規程４ 

（５）補充員 

区 分 説  明 根拠法令等 

選出方法 ・議会が委員を選挙する場合には、同時に同数（４人）の補
充員を選挙しなければならない。また、補充員がすべてな
くなったときも同様とする。 

自治法 182② 

 

身分等 ・委員中に欠員があるときは、委員長は補充員の中から補欠
する。 
※補充員は、委員に補欠されるべき地位の者であり、補欠
されない限り、地方公務員としての身分を有しない。 

・補充員は委員長に届け出て退職することができる。 
 

自治法 182③ 

 

 

 

自治法 185② 

昭 26.3.27行政実例 

（６）事務局 

区 分 説  明 根拠法令等 

機構及び
職員数 

◯市選挙管理委員会 
事務局長  選挙課長  庶務係長 

選挙係長 
 
 

市委員会規程 16,17 
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◯区選挙管理委員会 
 事務局長  次  長  選挙係長 
             早良区選挙管理委員会事務局 

入部出張所長 
西区選挙管理委員会事務局 
西部出張所長 

※ 区の事務局長、次長及び選挙係長には、総務部長、総務
部総務課長及び総務部総務課総務係長を、入部出張所
長には早良区役所市民部入部出張所庶務係長を、西部
出張所長には西区役所市民部西部出張所庶務係長を充
てる。 

 
◯職員数（計 149人） 
・定数条例 30人 内訳 市９人、区 21人（区２～４人） 
・充職   23人 内訳 区事務局長  ７人（区１人） 
             区事務局次長 ７人（区１人） 
             区選挙係長  ７人（区１人） 
             出張所長   ２人（所１人） 
・兼職   96人 内訳 区職員   83 人 
             （区については 10〜17人） 
             出張所職員 13 人 
             （入部６人、西部７人） 

区委員会規程 16,17 

 
 
 
 
 
区委員会規程 17④ 

※「自治法」：地方自治法 「公選法」：公職選挙法 「国民審査法」：最高裁判所裁判官国民審査法 

「国民投票法」：日本国憲法の改正手続に関する法律 「裁判員法」：裁判員の参加する刑事裁判に関する法律 

「自治令」：地方自治法施行令 「地教行法」：地方教育行政の組織及び運営に関する法律 

「地公法」：地方公務員法 「自治規程」：地方自治法施行規程 「委員会規程」：福岡市(区)選挙管理委員会規程 

「特別職職員条例」：福岡市特別職職員等の議員報酬、報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例 
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１      福岡市東区選挙管理委員会委員長の選挙について 

 

 

令和６年 10月４日任期満了に伴い、新たに選挙管理委員が選挙されたので、地方自治法第

187条第１項の規定により、委員の中から委員長を選挙する。 

 
 
１ 委員長氏名 
 
 
 
２ 選挙年月日 
 
令和６年 10月５日 

 

 

 

 

 

（根 拠） 

・地方自治法 187条第１項の規定による。 

・福岡市区選挙管理委員会規程第２条第１項及び第２項、第７条の規定による。 

地方自治法 

第百八十七条 

選挙管理委員会は、委員の中から委員長を選挙しなければならない。 

 

福岡市区選挙管理委員会規程 

第２条（委員長の選挙） 

委員長の選挙は、無記名投票で行ない、最多数を得た者を当選人とする。ただし、

得票数が同じであるときは、くじで定める。 

２ 委員中に異議がないときは、前項の選挙につき指名推せんの方法を用いることが

できる。 

 

第７条（委員長の臨時職務代理） 
委員長の選挙を行なう場合において、委員長の職務を行なう者がないときは、年長

の委員が臨時に委員長の職務を行なう。 
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２      福岡市東区選挙管理委員会の委員長職務代理者の指定について 

 

 

令和６年 10月４日任期満了に伴い、新たに選挙管理委員が選挙されたので、地方自治法第

187 条第３項及び福岡市区選挙管理委員会規程第４条の規定により、委員長が委員長職務代

理者を指定する。 

 

 

１ 委員長職務代理者氏名 

 

 

 

２ 指定年月日 

 

令和６年 10月５日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（根 拠） 

・地方自治法第 187条第３項の規定による。 

・福岡市区選挙管理委員会規程第４条の規定による 

地方自治法 

第百八十七条 

３ 委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、委員長の指定する委員が

その職務を代理する。 

 

福岡市区選挙管理委員会規程 

第４条（委員長の職務代理者の指定） 

委員長は、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときその職務を代理する

委員をあらかじめ指定しておかなければならない。 
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報告事項② 

 

   福岡市東区選挙管理委員会委員長の住所及び氏名について 

 

 

 選挙された福岡市東区選挙管理委員会委員長の住所及び氏名を次のように告示するもの。 

 

    令和６年10月７日 

 

                      福岡市東区選挙管理委員会 

                       委 員 長  

  
住    所 氏  名 

  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（根 拠） 

・福岡市区選挙管理委員会規程第２条第３項の規定による。 

福岡市区選挙管理委員会規程 

第２条（委員長の選挙） 

３ 委員長が選挙されたときは、委員会は、その住所及び氏名を告示しなければなら

ない。 
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東区明るい選挙推進協議会委員の選任について 
 

１ 東区明るい選挙推進協議会について 

 
（１）設置目的について 

選挙が選挙人の自由に表明する意思によって明るく行われるように、常にあらゆる

機会を通じて福岡市東区民の政治意識の向上に努め、もって民主政治の健全な発達を

図ることを目的として、各種事業を行っている。 

 
 （２）組織について 

   協議会の委員は、①東区自治組織会長会、②東区公民館館長会、③東区男女共同参

画連絡協議会、④東区ねんりんクラブ連合会、⑤東区育児サークル交流会、⑥東消防

団、⑦話し合い学級、⑧東区選挙管理委員会から推薦された各代表者により構成され

ています。 

  ※参考 委員名簿（別紙のとおり） 

 
 （３）任期について 

   委員の任期は２年となっており、今回就任いただく任期は、前任者の残りとなる  

令和８年５月３１日までとなります。 
 
 （４）事業内容について 

   ①公民館等における話し合い学級に関すること 

②講演会に関すること 

③選挙資料を作成し配布すること 

④選挙時における啓発事業の計画および推進に関すること 

⑤その他目的達成上必要な事項 

  
（５）会議について 

   年に１回、協議会総会を開催します（例年９月ごろ）。 
   （必要がある場合は、臨時に招集するときがあります。） 

 

 

２ 就任の手続きについて 
  東区選挙管理委員会委員の中から、２名選任していただきます。 
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